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「平和安全法制整備法案（戦争法案）の慎重審議を求める意

見書」提出を求める請願 

 

【請願趣旨】 

 安倍首相は５月 15 日，「安保法案（戦争法案）」を提出

した。この法案は昨年７月１日に強行した「集団的自衛権行

使容認の閣議決定」の具体化である。 

 それは世界のどこであっても，アメリカが戦争を始めた

ら，自衛隊が「戦闘地域」まで行って軍事支援をして，日本

に対する武力攻撃がなくても時の政権の判断で「集団的自衛

権」を発動し，米国の先制攻撃の戦争にも参戦することであ

る。 

日本政府の憲法９条解釈は，一貫して，「日本に武力攻撃

がないもとでの武力の行使は許されない」，「海外での武力

の行使は許されない」というものであった。 

歴代の自民党政権ですら「認められない」としてきた自衛

隊の武力行使や，「戦闘地域」での軍事支援まで行えるよう

にし，アメリカの戦争や軍事行動に自衛隊がいつでも・どこ

でも，切れ目なく参加できるという，まさに日本を「殺し殺

される」国へとつくり変えるものである。日本の国是を 180

度転換する解釈改憲を，十分な審議もなく成立させること

は，あってはならない。 

報道各社の世論調査では，「日本が戦争に巻き込まれるか

も知れない」という回答が 88％（朝日），「戦争立法の今国

会の成立に反対」が 52％（日経）である。 

重要なことは，「法案の説明不足」と感じている国民は

81.4％（共同）に上り，与党である自民党の支持層で 69.1

％，公明党支持層で 81.7％，安倍首相を支持すると回答し

た層でも 72％（同）が丁寧な説明を求めていることである。 

憲法９条を壊し，日本を戦争する国に作り変えるこの法案

 

戦争法案に反対する茨城
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不採択 



に強く反対し以下のことを求める。 

 

【請願事項】 

１．平和安全法制整備法案（戦争法案）の今国会での強行に 

反対し，慎重審議を求める意見書を関係機関に提出してほ 

しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


